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原 著

電動カート導入による高齢者の主観的変化と要介護リスクの関連： 

1年間の縦断研究
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目的　国土交通省は， 時速20 km 未満で公道を走行可能なグリーンスローモビリティ（以下， 電動

カート）の導入を推進している。電動カート導入 2 か月後に社会的交流などの主観的指標の改

善が報告され， 長期的には介護予防効果が期待されている。そこで， 電動カート利用および

導入をきっかけに主観的指標が改善した高齢者において， 1 年後に要介護リスクが低減するか

検証する。

方法　大阪府河内長野市， 奈良県王寺町の住宅地で2022年 7～8 月より電動カートを運行した。運

行前および 1 年後の 2 時点の自記式郵送調査に有効回答のあった65歳以上高齢者726人（河内

長野市385人， 王寺町341人）を分析対象とした。なお， 1 年後調査時に王寺町では電動カート

運行継続していたのに対し， 河内長野市では停止していた。目的変数は 1 年後の要介護リス

クとし要支援・要介護リスク評価尺度（以下， リスク点数， 点が高いほど高リスク）を用い

た。説明変数は電動カート利用有無， 電動カートをきっかけとした主観的指標の変化とし

た。主観的指標は， 外出（3 指標）， 社会的行動（5 指標）， ポジティブ感情（4 指標）が電動

カートをきっかけに増えたか確認した。調整変数はベースライン時点の性， リスク点数， 教

育歴， 主観的経済状況， 就労， 日常生活活動動作， 婚姻状況， 同居とした線形回帰分析を行

い， 非標準化係数（B）を算出した。

結果　電動カート利用群は290人（39.9%）であった。電動カート非利用群を基準とした利用群の

B は0.11（95% 信頼区間－0.40～0.63）で有意な関連を認めなかった。主観的指標についても

全対象ではいずれの項目も有意な関連は認めなかった。一方， 王寺町のポジティブ感情であ

る日常生活における楽しみが増えた， 気持ちが明るくなる機会が増えた， 生きがいを感じる

機会が増えた者では， そうでない者と比較してそれぞれ－1.78（－3.21～－0.35）， －1.51 
（－2.87～－0.15）－1.91（－3.53～－0.30）で有意にリスク点数が低減していた。

結論　電動カート利用群全体では要介護リスクとの関連を認めなかったが， 運行継続していた王

寺町のポジティブ感情増加者で要介護リスク低減していた。電動カートは移動支援のみなら

ずポジティブ感情を生み出すという所見に再現性が確認され， そのような変化がみられた者

では介護予防に寄与する可能性も新たに明らかとなった。
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Ⅰ 緒 言

地域在住高齢者が住み慣れた地域で暮らし続ける

ために移動手段の確保は重要である。国土交通省

は， 交通利便性が高い地区に居住している高齢者で

はそうでない者と比較し， 外出率が高いことを示し

ている1)。さらには， 高齢者の交通機関利用と身体

機能2) および身体活動量3) 向上， 良好な精神的健
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康4)， 社会的孤立や孤独感低減5)， 社会的交流促進5)

との関連が横断研究4) や縦断研究2,3,5) で報告されて

いる。これらの身体， 心理， 社会的指標が不良な者

で要介護認定発生リスクが高いことが示されてお

り6)， 高齢者の移動手段の検討は重要である。

国土交通省は新たな移動手段として， 時速20キロ

未満で一般道を走行可能なグリーンスローモビリ

ティ（以下， 電動カート）を推進しており7)， 2023
年 3 月31日時点で130地区の運行実績が報告されて

いる8)。電動カートは， バスなどの大型車では立ち

入ることが難しい生活道路でも利用可能であり， 走

行音も静かで車内外の仕切りがない車両もあること

から車内外のコミュニケーションが促進される特徴

をもつ9,10)。そのため， 電動カートには生活交通や

観光交通を補完する外出促進手段だけではなく， コ

ミュニケーション活性化による介護予防効果も期待

されている11)。実際， 要介護リスク低減との関連が

示されている行動要因や心理社会的要因6) が， 電動

カート運行をきっかけに利用群のみならず非利用群

も含み主観的に改善していると報告されてい

る9,12,13)。このような結果に基づき， 電動カートは

移動手段に留まらず， 動く通いの場としても機能す

ると報告されている12)。さらに， 7 週間の電動カー

ト実証試験において， 電動カート利用群では社会参

加の機会増加や手段的日常生活活動の改善が報告さ

れるなど一部介護予防効果の関連も示されてい

る13)。そのため， 電動カートがより長期に運行され

ることで， その利用者や非利用群を含む電動カート

をきっかけに主観的指標が改善した者で， 要介護リ

スクが低減する可能性がある。

しかし， これまでの電動カートと要介護リスクに

関わる報告は， 長期間の運行継続が必要であると示

されているが， 2 か月以下の短期間の検証に留まっ

ている12,13)。そこで， 本研究の目的は， 電動カート

導入後約 1 年間運行した地域で電動カート利用およ

び電動カートをきっかけとした主観的指標の改善が

要介護リスク低減と関連するのか検証する。

Ⅱ 研 究 方 法

1. 研究デザインと対象・対象地域
本研究は電動カート運行地域において運行前と 1

年後の利用有無群間および主観的指標の改善有無群

間を比較した自然実験デザインによる縦断研究であ

る（電動カート運行・評価日程は表 S1， 運行ルー

トは図 S1 に示す）。2022年 7 月（以下， ベースライ

ン）に大阪府河内長野市日東・大師地区および奈良

県王寺町明神・太子地区在住65歳以上高齢者のベー

スライン調査を 2 種類の方法で行った。導入地域の

自治会や回覧板を通じて案内した電動カート運行に

関する説明会に参加した217人に直接配布した。同

時に対象地域で無作為抽出された1,452人に自記式

郵送調査を行い， 合計1,669人に調査票を配布し，

1,137人（68.1%）が回答した。さらに 1 年後の2023
年 7～8 月に追跡調査（自記式郵送調査）を実施し，

837人（追跡率73.6%）より回答を得た。性， 年齢

不一致， 研究同意なし， ID 切り取り票を除いた運

行前後の両方の調査に回答した726人（平均年齢

76.9±5.8歳， 男性42.3%）を分析対象とした。

研究フィールドである大阪府河内長野市日東町・

大師町（人口2,639人， 高齢化率48.7%14)）および奈

良県王寺町明神・太子地区（人口3,549人， 高齢化

率46.5%14)）はいずれも大阪都市圏のベッドタウン

として1970年台に開発された地区で高齢化が進ん

でいる。近隣の駅まではバスを利用し10～15分程

度で移動可能である。いずれの地区も丘陵地帯を切

り開いて開発された地区であり， 坂や段差が多く，

高齢者の移動に負担がかかる地域と考えられる。

2. 電動カート運行方法
本研究で使用した車両は， ヤマハ発動機株式会社

製の電動カート AR-07である。乗車人数は運転手を

含めて 7 人乗りとなっており， 窓のない車両であ

る。雨天時には， エンクロージャーというビニール

製のシートを利用することで， 雨に濡れることなく

運行できる。河内長野市では 2 台， 王寺町では 1 台

の車両で運行が実施された。なお， グリーンスロー

モビリティには， カート型やバス型などがあるが，

本研究ではカート型を用いた。

河内長野市では， 定時定ルートの運行が週 4 回行

われた。午前は 2 時間30分， 午後は 3 時間の運行

時間が設定されており， 1 ルートにつき時計回りと

反時計回りの各 2 回/時で 1 日に19～21便の運行が

行われた。王寺町では定時定ルート方式が週 4 回と

デマンド型（予約型）運行を週 3 回行った。定時定

ルートでは 3 つのルートが設定され， 1 日に 4～5
便， 合計12～15便が運行された。デマンド型運行

は， 事前予約に基づいて利用者の希望場所から目的

地まで送迎が行われたが， 実証期間終了のため

2022年 2 月からは中止された。

両市町ともに， 車通りの多い幹線道路は避け， 主

に住宅地内を運行した。停留所は設けられておら

ず， ルート内のどこでも乗降が可能であった。乗車

時には手を挙げ， 降車時には運転手に知らせること

で自由に乗降ができる。運転手は， 河内長野市およ

び王寺町のデマンド型運行において業者へ委託さ

れ， 王寺町の定時定ルートの運行においては自治会

のボランティアスタッフによって行われた。なお，
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王寺町では 1 年後調査時の2023年 7～8 月調査時点

でも運行継続していたが， 河内長野市では実証事業

調査の終了により2023年 7 月22日をもって運行停

止していた。 1 年後調査は2023年 7 月20日に投函

し 8 月21日まで回収したため， 河内長野市では調

査回答時に運行を停止していた。

3. 目的変数
目的変数は 1 年後調査で聴取した要介護リスクと

し， 要支援・要介護リスク評価尺度で判定した要介

護リスク点数（以下， リスク点数）を用いた15)。リ

スク点数は， 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の

必須項目10問と性， 年齢の合計12問で構成され，

合計48点満点で点数が高いほど要介護リスクが高い

ことを示す。これまでに地域在住高齢者を対象にリ

スク点数とその後 3～9 年の要介護認定発生の予測

妥当性が確認されている15～17)。

4. 説明変数
説明変数は電動カート利用の有無および電動カー

トをきっかけとした主観的指標の変化とした。電動

カート利用の有無は 1 年後調査で「2022年 8 月～現

在までに， 電動カートをどのくらいの頻度で利用し

ましたか。」と尋ね，「1．週 4 回以上， 2．週 2～3
回， 3．週 1 回， 4．月 1～3 回， 5．年数回程度，

6．利用していない」より回答を得た。 1～5 を利用

群， 6 を非利用群とした。電動カートをきっかけと

した主観的指標の変化については， 電動カート利用

と主観的指標について検証した研究12) に基づき図

1 に示す外出（3 指標）， 社会的行動（5 指標）， ポ

ジティブ感情（4 指標）の12指標に分けて以下のよ

うに評価した。具体的には， 1 年後調査で「約 1 年

前（2022年 8 月）と比べて下記のような機会に変化

はありましたか。」と尋ね， 12種類それぞれで「1．
増えた（電動カートきっかけ）， 2．増えた（電動

カート関係なし）， 3．どちらでもない， 4．減った」

から回答を得た。このうち，「増えた（電動カート

きっかけ）」と回答した者を各主観的指標が増加し

たと判定し12,13)， それ以外を回答した者を電動カー

ト導入による影響を受けていない者と考え参照群と

した。

5. 調整変数
調整変数には， 高齢者を対象とした移動と健康 

に関わる先行研究を参考に以下の 8 変数とし

た2,4,5,12,13)。具体的には， ベースライン調査で聴取し

た性， リスク点数， 教育歴， 主観的経済状況， 就

労， 日常生活活動動作， 婚姻有無， 同居の有無とし

た。年齢については， リスク点数の構成要素（65歳
（0 点）～90歳以上（24点））に含まれており， リス

ク点数と高い相関があるため除外した。

図 1 電動カートをきっかけとした主観的な外出・社会的行動・ポジティブ感情の増加割合（市町別）
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6. 分析方法
はじめに， 分析対象者の基本属性を記述した。次

に， 電動カートをきっかけとした主観的指標の変化

については指標別に該当者割合を算出した。1 年後

のリスク点数と電動カートおよび主観的指標の変化

の関連を示すために， リスク点数をアウトカムとし

た線形回帰分析を説明変数ごとに行い， 非標準化係

数（B）， 95% 信頼区間， P 値を算出した。また，

下記 2 点の追加分析を行った。第 1 に改善を示した

指標については， どのような要介護リスクが低減し

ていたのか確認するためにリスク点数の下位項目を

目的変数とした分析を行った。第 2 に， 調査票の配

布方法の相違による影響を確認するため， 配布方法

の相違を調整変数に追加した分析を行った。欠損値

に起因する潜在的なバイアスを軽減するために， 多

重代入法を用いて200のデータセットを作成し， 統

合したうえで推定値を算出した18)。

統計学的有意水準は 5 % とし， 分析には StataMP 
17（StataCorp, College Station, TX, USA）を用いた。

7. 倫理的配慮
本研究は千葉大学大学院医学研究院倫理審査委員

会にて承認を受け（初回承認日：2021年 8 月24日，

最新の承認日：2024年 7 月 5 日， 番号：M10065），
対象者には自由意志による参加と不参加に伴う不利

益がないことを文書で説明した。

Ⅲ 研 究 結 果

表 1 に分析対象者の基本属性を示す。電動カート

利用群は290人（39.9%）であった。電動カート利

用群の利用頻度の分布は年数回が105人（36.2%），

月 1～3 回 が97人（33.4%）， 週 1 回 以 上 が88人
（30.3%）であった。

図 1 に電動カートをきっかけとした主観的な外

出・社会的行動・ポジティブ感情の増加者割合を示

す。外出は対象者の9.8～10.6%， 社会的行動は

2.6～16.5%， ポジティブ感情は10.7～14.7% の者で

電動カートをきっかけに増加していた。図には示 
していないが， 主観的指標が改善した者の81.5～
98.7% は電動カート利用群であり， 電動カート非利

用群や欠損は1.3～18.5% であった。

表 2 に 1 年後のリスク点数と電動カート利用の有

無および電動カートをきっかけとした外出， 社会的

行動， ポジティブ感情の変化との関連を示す。電動

カート非利用群を基準に利用群の B は0.11（95%
信頼区間－0.40～0.63）， と有意な関連は認めな

かった。市町別でも同様に有意な関連は認めなかっ

た。また， 電動カート利用頻度別にも分析したが，

いずれも有意な関連は認めなかった。主観的指標の

変化では全対象においていずれの項目も有意な関連

は認めなかった。一方， 王寺町のポジティブ感情で

ある日常生活における楽しみが増えた， 気持ちが明

るくなる機会が増えた， 生きがいを感じる機会が 
増えた者ではそれぞれ－1.78（－3.21～－0.35），  
－1.51（－2.87～－0.15）， －1.91（－3.53～－0.30）
で有意にリスク点数が低減していた。これらの 3 指

標とリスク点数の下位項目をアウトカムとした追加

解析では， 預貯金の出し入れについて， 有意な改善

を示した（表 S2）。また， 調査票の配布方法を調整

変数に加えた結果も主解析と同様の傾向を示した。

Ⅳ 考 察

本研究の主な所見は， 電動カート利用有無別では

要介護リスクとは関連していないが， 運行継続して

いた王寺町では電動カートをきっかけにポジティブ

感情が増加した者で非増加者と比較し， 1 年後の要

介護リスク低減を示したことである。

先行研究の電動カート利用割合は， 同じ地域在住

高齢者を対象とした調査回答者の9.6～24.9% と報

告されている12,13)。本研究の利用割合は39.9% で先

行研究よりも高かった。電動カートの利用に関わる

先行研究12,13) は， 2 か月以下の運行と追跡期間が短

い報告である。本研究では， 2023年 1 月～2 月にか

けて運行休止期間があったが， 1 年後に評価をして

いる。 7 週間の実証試験では電動カート利用の周知

方法が課題13) であることも示されているが， 1 年と

いう期間で利用方法が十分に周知され， 利用者数が

増加した可能性がある。市町別の電動カート利用割

合は， 河内長野市が51.9%， 王寺町が26.4% と河内

長野市の方が高かった。河内長野市の対象者は王寺

町対象者と比較し年齢構成が高く， より高齢な者で

電動カート利用割合が高いこと示している先行研

究12,13) を支持している。内閣府の高齢社会対策総合

調査19) によると， 65歳以上高齢者の外出時の移動

手段について， 上位から順に徒歩：50.1%， 自分で

運転する自動車：46.6%， 家族などの運転する自動

車：27.1%， 電車・地下鉄：21.0%， バス・路面電

車：20.5%， 自転車：19.5%， タクシー：11.9% と

並んでいる。この度の電動カート利用割合は運行地

域内の39.9% であり， 本対象地域において第 3 位に

まで位置する重要な移動手段となっている可能性が

ある。

最大 9～12年間追跡研究で交通機関利用者の健康

指標が非利用者と比較し良好と示されている2,5)。

一方， 1 年後に評価した本研究では電動カート利用

の有無によるリスク点数に差を生じなかった。ま

た， 電動カート利用有無ではないが， 要支援・要介
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分
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対
象
者
の
ベ
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ス
ラ
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ン
の
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対
象
（
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＝

72
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河
内
長
野
市
（

n
＝

38
5）

王
寺
町
（

n
＝
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1）
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動
カ
ー
ト
非
利
用
群

*1
電
動
カ
ー
ト
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用
群
*2
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動
カ
ー
ト
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用
群
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3
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0
10
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0
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0.
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0
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0.
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4
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0.

0
90

10
0.

0
性

男
性

19
4

48
.1

98
33

.8
75

44
.4

67
33

.5
11

9
50

.9
31

34
.4

女
性
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9

51
.9

19
2

66
.2
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55

.6
13

3
66

.5
11

5
49

.1
59

65
.6

年
齢

65
－

69
歳

11
2
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.8

34
11
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.0
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10
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.6
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－
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－
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.9
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.5

45
26
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.5
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1
10

11
.1
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以
上
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3.

5
28

9.
7

11
6.

5
20

10
.0

3
1.

3
8

8.
9

教
育
歴

10
年
未
満

24
6.

0
14

4.
8

12
7.

1
10

5.
0

12
5.

1
4

4.
4

10
－

12
年

16
2

40
.2

13
7

47
.2

68
40

.2
87

43
.5

94
40

.2
50

55
.6

13
年
以
上

21
1

52
.4

13
5

46
.6

87
51

.5
99

49
.5

12
4

53
.0

36
40

.0
欠
損

6
1.

5
4

1.
4

2
1.

2
4

2.
0
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1.

7
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労
状
況
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労
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り
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25
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11
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9
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状
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5
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7.
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9
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52
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2
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.4

90
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.3
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0
55
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.3
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40
.7
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0
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.9
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.6
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.0

97
41

.5
38
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損
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0.
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1

同
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の
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4
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5
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.8
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6
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21
2

90
.6
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.7
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24
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.2
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.5
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4
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13
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0.
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1
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0
0.

0
1
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0
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0
0
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0
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況
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1
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.2
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1
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.4
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1
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88
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.6
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.1
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.6
47
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.5
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11

.5
20
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欠
損

0
0.
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7

0
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2

1.
0
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0
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0

日
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2
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.3
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0

93
.1
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3

96
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93
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22
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必
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だ
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受
け
て
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い

2
0.

5
9

3.
1

2
1.
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7
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5

0
0.

0
2

2.
2

要
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護

3
0.

7
4

1.
4

0
0.

0
3

1.
5

3
1.

3
1

1.
1

欠
損

6
1.

5
7

2.
4

4
2.

4
4

2.
0

2
0.

9
3

3.
3

要
支
援
・
要
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護
リ
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ク
評
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度
点
数

*3

（
平
均
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偏
差
）
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.3

8.
3

17
.9

8.
3

16
.1

8.
3

18
.8

8.
1

11
.3
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8
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.0

8.
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動
カ
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ト
利
用
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年
後
の
住
民
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
よ
り
抽
出
し
た
。

*2 年
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利
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し
た
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*3 要
支
援
・
要
介
護
リ
ス
ク
評
価
尺
度
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成
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電
動
カ
ー
ト
利
用
の
質
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者
（

n
＝
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）
は
割
愛
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（
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＝
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信
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間
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%
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下
限
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限
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P

電
動
カ
ー
ト
利
用
*1

利
用
群

0.
11

－
0.

40
0.

63
0.

66
8

0.
15

－
0.

49
0.

80
0.

64
2

－
0.

23
－

1.
10

0.
64

0.
60

2

電
動
カ
ー
ト
き
っ
か
け
と
し
た
主
観
的
指
標
の
変
化
*2

外
出

外
出
先
が
増
え
た

0.
04

－
0.

74
0.

82
0.

92
2

0.
02

－
0.

81
0.

86
0.

96
2

－
1.

08
－

3.
26

1.
11

0.
33

3
行
動
範
囲
が
増
え
た

0.
34

－
0.

47
1.

15
0.

40
6

0.
49

－
0.

38
1.

36
0.

27
1

－
1.

15
－

3.
31

1.
01

0.
29

5
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く
機
会
が
増
え
た

0.
13

－
0.

68
0.

94
0.
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4

0.
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－
0.

66
1.

14
0.

59
8

－
0.

61
－

2.
32
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09

0.
48

0

社
会
的
行
動

家
族
以
外
の
人
と
話
す
機
会
が
増
え
た

－
0.

33
－

0.
99

0.
33

0.
32

8
－

0.
25

－
1.

00
0.

50
0.

51
2

－
1.

13
－

2.
45

0.
19

0.
09

2
家
族
と
話
す
機
会
が
増
え
た

0.
49

－
0.

28
1.

26
0.
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0

0.
59

－
0.

27
1.

44
0.

17
6

－
0.

52
－

2.
21

1.
16

0.
54
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助
け
合
い
の
機
会
が
増
え
た

－
0.

03
－

0.
84

0.
79

0.
94

8
0.

15
－

0.
77

1.
07

0.
74

6
－

1.
05

－
2.

77
0.

66
0.

22
8
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活
動
に
参
加
す
る
機
会
が
増
え
た

－
0.

28
－

1.
37

0.
81

0.
60

9
0.

38
－

0.
96

1.
72

0.
57

6
－

1.
37

－
3.

21
0.

47
0.

14
5

ど
な
た
か
と
食
事
す
る
機
会
が
増
え
た

－
0.

10
－

1.
59

1.
40

0.
89

7
0.

29
－

1.
44

2.
01

0.
74

4
－

0.
94

－
3.

77
1.
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0.
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に
お
け
る
楽
し
み
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増
え
た

－
0.

05
－

0.
73

0.
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0.
89

5
0.

39
－

0.
38

1.
16

0.
32

0
－

1.
78

－
3.

21
－

0.
35

0.
01

5
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持
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な
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機
会
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増
え
た

－
0.

19
－

0.
88

0.
49

0.
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5
0.

19
－

0.
60

0.
99

0.
63

0
－

1.
51

－
2.

87
－

0.
15

0.
03
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出
し
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う
機
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え
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－
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40
－

1.
16

0.
37

0.
31

2
－

0.
23

－
1.
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0.

65
0.

61
1

－
1.

32
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2.
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0.
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0.
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4
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る
機
会
が
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え
た

0.
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－
0.

74
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0.
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1

0.
51

－
0.

35
1.
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0.
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4
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1.
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3.
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用
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，
性
，
教
育
歴
，
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観
的
経
済
状
況
，
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労
，
日
常
生
活
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動
，
婚
姻
状
況
，
同
居
の
有
無
を
調
整
し
た
。

欠
損
値
は
多
重
代
入
法
で
補
完
し
た
（

m
＝

20
0）

。
1
年
後
調
査
で
取
得
し
た
要
支
援
・
要
介
護
リ
ス
ク
評
価
尺
度
の
年
齢
の
点
数
は
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
の
値
を
用
い
た
。
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護リスク評価尺度を用いた研究では月 1 回～週 1 回

の 2 時間／回程度の身体活動を含むプログラム参加

者と非参加者を比較し， リスク点数に 1 年間の観察

期間で差が生じたと報告されている20)。本研究の電

動カートの利用は 1 回数時間単位で実施する身体活

動プログラムと比較し活動強度が低いため， 利用群

と非利用群での差を検出するためにはより長期間の

追跡期間が必要な可能性がある。

一方， 本研究のポジティブ感情増加者は， 10.7～
14.7% であり 2 か月の実証試験結果12) である4.8～
7.7% の約 2 倍となっていた。本研究結果より， 主

観的指標が改善した者の81.5～98.7% は電動カート

利用者であり， 河内長野市で主観的指標改善者が多

いことも電動カート利用割合が高いことと一致す

る。ただし， 電動カート走行中に利用者と非利用者

が挨拶をするなどの事例も確認されており， 電動

カート導入による周囲の変化を通じて非利用者も間

接的に主観的指標改善が得られた可能性がある。非

利用者の主観的指標改善も報告12,13) されており， 先

行研究を支持した。

王寺町の電動カートをきっかけにポジティブ感情

が増加したと回答した者では， そうでない者と比較

し， 要介護リスクが低減していた。これまでにポジ

ティブ感情が良好な者はそうでない者と比較して要

介護リスクが低いことが示され21,22)， 本研究結果も

それを支持した。リスク点数の下位項目を目的変数

とした追加解析では， 預貯金の出し入れについて有

意な改善を示しただけでなくそのほかの生活活動，

身体能力についても改善方向を示していた。電動

カートをきっかけとした生活活動の拡大が身体能力

の改善にもつながっていた可能性がある。ポジティ

ブ感情が要介護リスク低減に関連するメカニズムと

しては， ストレスホルモンの抑制などの生理的プロ

セスの調整， 交流などの社会的関係の維持， 健康行

動の促進という複合的な経路によって説明されると

考えられている23)。加えて， 統計学的な有意差は認

めなかったものの王寺町の外出， 社会的行動の点推

定値はいずれもリスク点数改善の方向を向いてい

た。本研究で扱っている外出や地域活動参加などの

社会的行動と要介護認定発生の関連は先行研究で示

されており6)， それを支持している。

しかし， 本研究では 2 市町を対象としたが， 河内

長野市ではポジティブ感情と要介護リスクの関連を

認めなかった。この相違には河内長野市の運行停止

が関与している可能性がある。王寺町では 1 年後調

査時も運行継続していたが， 河内長野市では運行停

止していた。 1 年後調査では， 主観的指標とリスク

点数を同時期に聴取したが， リスク点数は生活機能

の実態を反映するため環境変化に即時的に応答しや

すい一方， 主観的指標は心理的側面に関わるため短

期的変動を必ずしも捉えない可能性がある。このた

め， 河内長野市では主観的指標が改善していた者で

リスク点数が正の値を示した可能性がある。公共交

通の運賃値上げや運行本数の減便などのサービス減

少の影響を予測した研究では， 要介護リスクと関連

する身体活動量の低減が示され24)， 本研究結果とも

整合する。

本リスク点数の結果から， その後 6 年間の介護給

付費の試算が可能である25)。斉藤らは地域在住高齢

者を対象に， リスク点数 1 点高くなるごとにその後

6 年間の累積介護給付費が3.16万円高いと報告25) し

ている。これに基づきリスク点数に差が生じた指標

について， 該当者数（人）×リスク点数差（点）×

3.16（万円）とし， 6 年間の累積介護給付費の試算

を行った。すると， 今後 6 年間で王寺町の日常生活

における楽しみが増えた， 気持ちが明るくなる機会

が増えた， 生きがいを感じる機会が増えた者では，

そうでない者と比較してそれぞれ－140.7万円，  
－128.9万円， －114.7万円低減と推定された。公共

交通は財政的に課題となり路線継続が困難となるこ

とがあるが26)， 交通機関の撤退によって介護給付費

増加の可能性が報告27) されている。本研究では電

動カート導入によって介護給付費が低減する可能性

を示した。

本研究の強みは， 電動カート利用群および非利用

群を 1 年単位という長期追跡した初めての研究であ

り， 電動カートが移動支援のみならず介護予防の可

能性を示したことである。一方， 以下のような限界

もある。第 1 に対象地域は限られており， 一般化可

能性を検証できていない。しかし， 本研究とは異な

る電動カートの実証試験を行った地域においても電

動カートをきっかけにポジティブ感情増加者が存在

するという点は確認されている12,13)。第 2 にポジ

ティブ感情については， ベースライン時点の基本属

性については調整しているが， 追跡時点での調査し

た結果を用いているのでポジティブ感情が増加した

からリスク点数が改善したという時間的前後関係ま

では確認できていない。第 3 に本研究対象者は調査

回答者に限られている。調査未回答者ほど， 死亡発

生率が高いという報告がある28)。未回答者ほどポジ

ティブ感情を抱く者が少なく， リスク点数が悪化し

やすい者が多いと考えられるため， 本研究結果は過

小評価している可能性がある。

Ⅴ 結 語

電動カート利用および電動カートをきっかけとし
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た主観的指標の変化と 1 年後の要介護リスクとの関

連を検証した。電動カートは移動支援のみならずポ

ジティブ感情を生み出すという所見に再現性が確認

され， 電動カートを通じてポジティブ感情が主観的

に改善した高齢者の介護予防にも寄与する可能性も

新たに明らかとなった。
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Association between subjective change and risk of disability in older adults following 
the introduction of electric-powered carts: A one-year longitudinal study

Ryota WATANABE*,2*,3*, Masashige SAITO*,4*, Shuhei KOBAYASHI2*,  
Kazushige IDE2*, Masaki FUKUSADA* and Katsunori KONDO2*

Key words : promotion of outings, mobility support, green slow mobility, long-term care prevention

Objective　The Ministry of Land, Infrastructure, Transport, and Tourism of Japan has recently been promoting 
the adoption of green (i.e., electric-powered) slow mobility carts, which can operate on public roads at 
speeds <20 km/h. A two-month trial of electric-powered cart services showed improvements in subjective 
indicators such as social interaction among older adults, with potential long-term benefits related to pre-
venting the eventual need for long-term care (LTC). This study investigated whether the risk of requiring 
LTC decreased one year after the introduction and use of electric-powered carts in older adults whose 
subjective indicators improved following the introduction of the service.

Methods　Electric-powered cart services were introduced in Kawachinagano City (Osaka Prefecture) and Oji 
Town (Nara Prefecture), beginning in July–August of 2022. Our analysis included 726 adults aged ≥65 
years (385 from Kawachinagano City and 341 from Oji Town) who provided valid responses to a self-ad-
ministered postal survey conducted at the baseline (i.e., when the program was introduced), as well as at 
a follow-up one year later. At the follow-up, operations had concluded in Kawachinagano City, but con-
tinued in Oji Town. LTC risk at the one-year follow-up was assessed using the LTC risk assessment scale, 
with higher scores indicating a greater risk. The explanatory variables included electric-powered cart 
usage (defined as cart usage several times per year or more) and changes in subjective indicators prompted 
by cart usage. The subjective indicators assessed were outings (three items), social activities (five items), 
and positive emotions (four items). Covariates included sex, LTC risk score, educational background, 
subjective economic status, employment, activities of daily living, marital status, and cohabitation at the 
baseline survey. Missing data were handled using multiple imputations (m =  200). Linear regression 
analysis was used to calculate the coefficients (B).

Results　 Of the total respondents, 290 (39.9%) reported using the electric carts. Electric-powered cart use was 
not significantly associated with LTC risk (B =  0.11, 95% confidence interval [CI]: –0.40 to 0.63). No 
significant associations were found between changes in subjective indicators and LTC risk across the over-
all cohort. However, in Oji Town, older adults who reported increase in positive emotions such as enjoy-
ment of daily life (–1.78, –3.21 to –0.35), feeling uplifted (–1.51, –2.87 to –0.15), and finding life more 
meaningful (–1.91, –3.53 to –0.30) showed significant reductions in LTC risk.

Conclusion　 While no overall association was found between electric-powered cart usage and LTC risk, certain 
positive emotional changes reported in the respondents from Oji Town were associated with reduced 
LTC risk. These findings suggest that electric-powered carts may contribute not only to mobility support 
but also to LTC prevention, by fostering positive emotions among older adults.
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